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地方財政改革と公共サービス水準の変化

中澤克佳

1．はじめに

地方分権一括法、三位一体改革、平成の大合併と、近年の地方財政を取り巻く環境は大きく変化

してきている。特に基礎的自治体である市町村は、地方分権の受けⅢとなる事を期待されている一

方、厳しい財政状況に晒されている。このような市町村をめぐる近年の状況とデータの整備を受け

て、市町村の財政的意思決定を対象とした実証分析の蓄積も進んできている。特に、市町村の費用

効率性、あるいは合併による歳出削減効果（規模の経済性）の検証が焦点となっている。

主要な研究としては、林（2002)、山下・赤井・佐藤（2002)、が挙げられるだろう。前者は費用

関数の理論的背景の整理･精徹化と推定を通じて平均費用が最小となる自治体規模（最小効率規模：

MES-MinimalEffectScale)が自治体の公共サービス消費水準や地域環境要因に応じて可変であ

ることを示しており、後者は確率フロンティア分析(SFA)を用いて地方交付税の「ソフトな予算

制約」を検討している。海外における先行研究も含め、これら実証分析では公共サービスの生産一

消費過程を明示し、推定に組み込むようになってきているl)o

山下･赤井･佐藤（2002)、林（2002）いずれも、地方公共サービス水準として「日経グローカル』

の「行政サービス地域総合得点」を用いている2)。しかしながら、前者の研究では1998年と2000年、

後者の研究では1998年データの分析に留まっている。2000年以降の地方財政をめぐる変化は非常に

大きく、複数年度に渡る推定を比較することは、これらの変化を考察することに有益だろう。「行

政サービス地域総合得点」は1998年から2008年まで2年おきに調査が実施されてきており、2000年

以降の制度変化と歳出行動の関係を考察することができる。

そこで本稿では、林（2002）において提示された費用関数の枠組みを用いて、複数年度での推定

1)Duncombe,Miner,andRuggiero(1997)、Hayes,KathyJ.,LauraRazzolinioandLeolaB.Ross(1998)などが挙げ

られる。

2）旧『日経地域情報』
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結果を比較することで基礎的自治体をめぐる制度変化の影響を考察・評価する。本稿の構成を以下

で示す。2節において、公共サービス水準の指標となる「行政サービス地域総合得点」について説

明を行う。続く3節では費用関数のモデルの提示とデータについて記述し、4節において推定を行

う。5節では推定結果を踏まえて、公共サービス水準と歳出の関係の変化を地方財政改革の視点か

ら検討・評価する。6節はまとめである。

2．日経「行政サービス地域総合得点」の概要と特徴

「行政サービス地域総合得点」は、日経産業消費研究所によって全国の市区を調査対象とした行

政サービス水準の総合得点である。1998年から2年おきに調査が実施され、合計6回の調査が行わ

れている。直近の調査年は2008年である。調査結果は『日経グローカル」（旧『日経地域情報』）に

おいて公表されている。調査項目は調査年ごとに変動があるが、おおむね5つの大きな行政サービ

ス項目によって構成され、その下に大項目に関連する個別項目が存在している。各回の調査項目を

付表1で示す。

表から明らかなように、調査年ごとに調査項目は変動している。時代の変化とともに基礎的自

治体の行政サービス重点項目も変化してきていることから、調査項目もそれに対応してきているこ

とが伺える。特に、以前は「福祉・医療」の項目で一本化されていた高齢者福祉と児童福祉（子育

て支援）が、後に分割され独立の行政サービス項目となっている3)。最も大きな変化があったのは、

2000年から2002年で、新たに「少子化対策等」（後に「子育て環境」に変更）の項目が新設され、

従来の「医療･福祉」が「高齢者福祉」としてまとめられることになる。また､この変更に伴い「教

育」の項目から子育て関連の調査項目が移管された。さらに､これまで別個だった「インフラ」「ゴ

ミ・住居等」が一本化されている。個別調査項目は基本的に増加してきているが、項目別の増加数

を見ても、対人社会サービスに重点化してきていることが分かる。

次に、総合得点の算出方法について説明する。2000年における算出方法の説明では、「公共料金

は安い順に、施設や人員は多い順に並べたうえで項目ごとに偏差値を算出し、偏差値20以下を1点、

20超40以下を2点、40超60以下を3点、60超80以下を4点、80超を5点として点数化した」となっ

ている。一方、1998年では「料金やインフラ、施設規模などは項目ごとに偏差値を出したうえで、

5段階に分けて得点化し、補助制度などは一定の加点方式を採った」となっており、こちらも調査

年ごとに算出方法は異なっている。さらに、行政サービス得点の点数や、項目間の点数ウェイトも

異なっている。これらをまとめたのが表1である。

各項目の欄にある数値が得点（最大値）であり､右側丸括弧内の数値が合計点に占める項目のウェ

3）児童福祉については、以前は「教育」の項目に一部存在。
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イトである。調査年ごとに合計得点、ウェイトが異なっていることが分かる。そこで、調査結果の

関連性を検討するため、総合得点の相関を取ってみることにする。1998年から2008年までに合併を

経験していない238市を対象に、総合得点の相関を示したのが表2である。

表1得点項目の内訳
■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

年度
Z緊蒋蚕雲｢禧証冒匡寮~｢言語花奇棗｢蚕字花奇棗「藪冑一rTララヲー｢荏毫言言■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

世
川
一
川
一
川
一
川
一
Ⅲ

５１

棚
一
別
一
別
一
帥

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

※1変更
※2変更

高齢化対策→高齢者福祉
少子化対策→子育て環境

表2行政サービス水準間の相関

1998年

1

0．662

0.593

0.585

0.550

0．531

2000年2002年2004年2006年2008年

1998年

2000年

2002年

2004年

2006年

2008年

1

0.701

0.669

0.646

0.605

1

0.744

0.645

0.610

1

0.788

0.721

1

0．816 1

1998年～2008年で合併を経験しておらず、行政サービス水準が得られる238市

相関係数はいずれも1％水準で有意である。調査年での関係を見ると、調査項目の大きな変更が

あった2002年前後で係数が異なっている。2002年と2004年、2004年と2006年、2006年と2008年は強

い相関を示している。一方で、調査年が離れるほど相関係数は弱くなっていくことが見て取れる。

このことから2つの示唆が得られる。1つは調査項目の変更によって公共サービス水準の指標が変

化した可能性､もう1つは時間の変化とともに緩やかに自治体における公共サービス水準が変化し、

自治体間の相対的な関係も変化していっている可能性である。実際にはこの両方の変化が存在して

いると考えられる。

住民が実際に享受している公共サービス水準は実際には観察不可能であるが、本指標が単調変換

可能であれば実証分析上問題はない。しかし、調査年ごとに調査項目、得点やウェイトが異なって

いるため、複数年度をまたいだパネル分析に使用することは妥当ではない。そこで、本稿の分析で

は年度別のクロスセクションで推定を行うこととする。
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標本数 総合得点

67077＋23区 120 20 35 一 ■■■■■■

30 20

6717丁＋23区 150 20 40 一 d■■■■■

50 40

6737丁＋23区 150 20 ■■■■■■

30 35 25

6837丁＋23区 300 40 一

60(）(1) 80(）<2） 70

7647丁＋23区 300 40 一

70(）(1) 70(）<2） 70

78377＋23区 300 60 ■■■■■■■

60(〉(1) 60(〉<2） 60



3．モデルとデータ

3－1．費用関数の定式化

本稿では林（2002）に基づき、公共サービスの生産・消費過程と混雑効果を明示化した費用関数

を用いる。地方政府は所与の生産技術と地域環境のもとで公共サービスを生産し、住民は混雑効果

を含めた最終的な公共サービス水準を消費する2段階の想定となっている。

まず、地方政府の費用関数は以下のコブ・ダグラス型の式で示される。

lnc=60+6wlnw+6rln"．+6glng (1)

cは歳出、wは労働価格（賃金水準)、γは資本価格、gは公共サービス直接生産物を指す。一方、

公共サービスは混雑過程を経て消費される。

lng=lnz+(入0+入"ln"+2jｽﾉαﾉ)ln" (2)

zは外性的に決定された公共サービス水準4)、〃は人口、αは地域環境要因である。添字ノは各地域

環境要因を示す。式から明らかなように、公共サービスの直接生産物の消費は、外政的に与えられ

た公共サービス水準に対して、人口および地域環境要因の影響を受ける。さらに、これら要因は人

口の増加に対して混雑効果が発生する事を想定している。

上記2本の式を統合し、クロスセクションで推定を行うため資本価格を地域間で差異がないと仮

定して定数項に含める。

lnci=40+6"lnwi+6g[lnzi+(入0+入n",+2/入jaji)ln"i]+"! (3)

ここでAo=60+6!1nγである。公共サービスの直接生産物gは、消費者が最終的に消費する公共

サービス水準zに転換される。この過程において消費の混雑効果が現れるが、(2)、(3)式から明らか

なように、混雑の弾力性は人口に対して可変的な構造を持っている。他の条件を一定とすれば利用

者の増加により消費における混雑が増加し、住民が消費する公共サービス水準は低下することにな

る。

4）ここでは政治的プロセスを経て決定されると想定。
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3－2．データ

推定は1998年から2008年のデータを利用する。既に述べたように、行政サービス水準の指標とな

る『日経グローカル』の「行政サービス地域総合得点」が1988年から2年おきに調査されていると

いう理由による。

歳出は『市町村別決算状況調』における歳出総額を採用している。賃金水準は同データの人件費

を職員数で割った数値を用いている。公共サービス水準については『日経グローカル｣の｢行政サー

ビス地域総合得点」における総合得点を用いている。なお、本調査は市のみを対象としたものであ

るため、推定も市のみを対象とする。

地域環境要因については、DID人口比率、昼夜間人口比率、65歳以上人口比率、面積を採用した。

以上の変数選択は林（2002）に準拠している。DID人口比率、昼夜間人口比率と面積については

2000年、2005年の『国勢調査』のデータを用いている。人口総数、65歳以上人口比率については各

年の『住民基本台帳人口要覧』データを利用した。

上記のデータが入手可能な自治体のうち、制度の異なる政令市や特別区を除いた自治体を推定の

対象とする。従って1998年534市、2000年531市、2002年590市、2004年556市、2006年530市、2008

年515市が対象となる。各変数の基本統計量を表3で示す。

－5－



表3記述統計
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｡
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示夕 最大

3．45174D+08

3.41835D+08

3.33300D+08

3.43600D+08

3.48403D+08

3.27980D+08

12，186

13，309

12，534
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地方財政改革と公共サービス水準の変化

4．費用関数の推定

4－1．推定結果

推定は歳出総額を対象にクロスセクションで行った。歳出総額を対象とした理由としては、「行

政サービス水準総合得点」が自治体の様々な行政サービス指標を複合化したものだからである。ま

た、クロスセクション推定とした理由としては、すでに述べたように同得点の構成要素や、構成要

素が総合得点に与える影響（要素間のウェイト）が調査年ごとに異なっているため、直接的な比較

が困難なためである。

(3)式で示したように推定式は非線形である。したがって本推定は通常の最小二乗法(OLS)では

なく、非線形最小二乗法(NLS)を用いる。分散の不均一性に対しては、頑健性を持つ標準誤差を

用いた推定を行った。また、市町村合併に配盧し、合併を経験している市に対しては市町村合併ダ

ミー変数を導入している。推定結果を表4で示す。

推定結果は1998年から2002年と2004年から2008年で顕著な違いを見せている。前者について検討

すると、推定結果は符号条件、有意性ともに想定通りである5)。地方公共サービスの生産過程を示

す資本価格（定数項に内包)、賃金水準、公共サービス水準は、いずれも歳出規模に対して正かつ

有意な結果となった。公共サービスの消費の混雑に影響を与える混雑定数(人口）および人口（2乗）

の係数は前者が負、後者が正となっており、歳出が人口規模に対してU字型となる「規模の経済性」

の存在が確認されている。また、各地域環境要因も正の影響を与えていることが確認される。

費用関数(1)式はコブ・ダグラス型の費用関数として特定化されていることから、生産の規模の弾

力性は人口規模とは独立で一定となっている。この技術的な規模の弾力性は、1998年の推定結果で

は1/6g=1/0.303=3.298>lとなり、技術的な規模の経済性が確認される。2000年は4.581,2002年

は3.114であり、いずれも1以上となっている。

一方、人口規模、地域環境要因、所得要因に依存する混雑の弾力性は、以下の式で示される。

入0＋2入,,ln"+Zj入jαノ (4)

5）ただし、2000年に関しては有意水準が10%と低くなっている。
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表5推定結果(1)：合併に関してはダミー処理

推定年度 2006

係数
(t値）

2008

係数
(t値）

1998

係数
(t値）

2002

係数
(t値）

2004

係数

(t値）

2000

係数
(t値）説明変数

11.452＊*＊

(8.197）

0.349＊*＊

(5.262）

0．321＊*＊

（3.26）

9.567＊*＊

(4.595）

0．291＊*＊

(4.406）

0．261

(1.575）

9.423＊*＊

(5.121）

0．314＊*＊

(3.023）

0．232＊

(1.925）

8.553＊*＊

（5.111）

0．291＊*＊

（4.331）

0.072

（0.876）

0．620

（0.185）

0．449

（0.827）

0.043

（0.769）

0.443

（0.825）

0.269

（0.857）

0．068

（0.874）

0．151＊*＊

（7.885）

12．799＊*＊

(8.161）

0.308＊*＊

(3.664）

0.303＊*＊

(2.811）

13．643＊*＊

(8.207）

0．350＊*＊

(4.461）

0．218＊

(1.838）

定数(含In(資本価格))

|n(賃金水準）

|n(直接生産物）

－2．107＊＊

(-2.388）

0．196拝＊

（2.93）

0.025＊*＊

（2.609）

0.098＊＊

（2.207）

0.038＊＊

（2.34）

0．021＊*＊

（3.05）

-2.609＊＊

(-2.25）

0.223＊*＊

(2.591）

0.035＊＊

(2.285）

0．186＊*＊

(2-744）

0.037＊＊

(2.169）

0．018＊*＊

(2.711）

-4.458＊

(-1.651）

0.350＊

（1.743）

0．038＊

（1.663）

0．273＊

（1.745）

0．056＊

（1.794）

0．022＊

（1.818）

定数(混雑関数） －1．111

(-0.874）

0．174

（1.488）

0.025

（1.404）

0．168

（1.325）

0.096

（1.561）

0.025

（1.597）

－0．994

（-0.85）

0．185＊

（1.785）

0．017

（1.341）

0.097

（1.191）

0．054

（1.554）

0．031＊

（1.863）

|n(人口）

|n(DID人口比率）

in(昼夜間人口比率）

In(65歳以上人口比率）

|n(面積）

0．130＊＊

(2.266）

0．180＊稗

(8.163）

0.269＊

(1.944）

合併ダミー 0．103

(0.633）

一
一

447

0.948

432

0．963

531

0．966

590

0.968

556

0．919

Sample

AdjustedR-squared

534

0.964

非線形最小二乗法による推定

***は1％、＊*は5％、＊は10％水準で有意

人口規模のパラメータはいずれの年も正かつ有意であることから、混雑の弾力性は人口規模に

対して逓増する。技術的な規模の弾力性が混雑の弾力性に対して大きいならば、人口規模の拡大に

よって1人あたり費用は低減し、逆の関係ならば1人あたり費用は逓増する。つまり、各自治体に

おける平均費用が最小となる最小効率規模(MES)は、技術的な規模の弾力性の値と混雑の弾力

性の値が一致する水準となる。この水準を各自治体の最小効率規模をとすると、これは上記MES

の条件と(4)式から求めることができる。
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地方財政改革と公共サービス水準の変化

MESI=expI
6g~]－入0－2j入jαノ

2入〃 I (5)

以上のように、1998年から2002年に関しては、技術的な規模の弾力性と混雑の弾力性が理論通り

確認され、自治体ごとに異なる（地域環境要因に依存する）最小効率規模が存在することが明らか

となった。これは林（2002）が1998年データを用いて推定を行った結果と同様である。

一方、2004年から2008年の推定では、直接生産物および混雑関数の係数がいずれも有意ではなく、

技術的な規模の弾力性と混雑の弾力性について確認することができなかった。この興味深い結果に

ついて、次節以降でその原因を考察していく。

4－2．仮説提示

ここからは、推定結果が1998年から2002年と2004年から2008年で顕著な違いを見せている理由に

ついて、いくつかの仮説を提示し、検討を行う。2004年から2008年の推定では、直接生産物および

混雑関数の係数がいずれも有意ではなくなっている。(3)式から明らかなように、これら変数は直接

生産物の係数βgに内包されている。資本価格と賃金水準の係数はいずれも有意であることから、公

共サービス水準と歳出総額との対応関係に何らかの変化が生じていることが疑われる。そこで、以

下で示すいくつかの仮説を検討することによって、この変化について検討を行う。

(1)平成の大合併の影響

本稿が対象とする推定期間には平成の大合併が進展している。推定対象において合併を経験

している市は、2000年4市、2002年3市、2004年1l市、2006年207市、2008年202市となってお

り6)、後半になると急増している。市町村合併の影響は、歳出と公共サービス水準の双方に存

在する。歳出については激変緩和措置に伴う交付税の算定替えや合併特例債の発行によって増

加している事が考えられる。公共サービス水準についても、他の市町村と統合されることによ

る変化があるだろう。

(2)公共サービス水準の調査項目・ウェイトの変化

2節で説明したように、公共サービス水準の指標である『日経グローカル』の「行政サービ

ス地域総合得点」は調査年度ごとに調査項目や項目間ウェイトが異なっている。このような変

化が推定結果に影響を与えている可能性がある。この解釈が妥当であるとすれば、実際の歳出

6)1998年は合併無し。
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と調査の結果算出されたサービス水準が対応しなくなってきている可能性が存在するというこ

とである。この点については、上記の平成の大合併による影響とは別に検討する必要がある。

(3)地方財政改革の影響

推定期間には、大きな地方財政改革が行われている。いわゆる三位一体改革である。交付税

改革・国庫補助金改革・税源移譲の組み合わせで行われた改革は、地方政府の歳入．歳出に大

きな影響を与えている。特に、多くの自治体において実質的に減収となり、財政運営の制約が

強くなったと指摘されている。この三位一体改革が行われたのが2004年度以降であり、本稿の

推定において公共サービスとの対応関係が確認されなくなる時期と一致している。地方財政改

革による歳出抑制と公共サービス水準の対応関係を検討する必要があるだろう。

以上の仮説に関して、次節で検討を行う。

5．仮説の検討

5－1．平成の大合併の影響

推定において、市町村合併の効果は合併ダミーを導入することで対処している。しかし、合併ダ

ミーで吸収し切れていない効果が影響している可能性もある。そこで合併自治体を除いた推定を

行った。推定結果を表5で示す。

2006年に関して、直接生産物の有意水準が10%から5%に上昇したほか、他の地域環境変数も有意

となってきている。2000年に関して有意でなくなっている係数が存在するが、合併自治体を含めた

推定においても10%水準にかかる程度の有意水準であったことから、微小な変化と考えられる。1998

年と2002年の結果は変わらず頑健であるが、2004年と2008年は直接生産物および混雑関数の係数が有

意ではない。この推定結果については、特に後半の年度において合併自治体を除いていることから

サンプルセレクションの問題が生じている可能性があるため、簡単に評価を下すことはできない。

ここで注目すべきは2004年の推定結果である。2004年は合併自治体がl1しか存在せず、これはサ

ンプル全体に対して2％程度である。表5における合併自治体を含めた推定、表6における含めな

い推定いずれも、直接生産物の係数および混雑関数の係数が有意ではない7)。

この結果を考盧すると、旧合併特例法期限である2006年の推定においては平成の大合併による影

響の可能性が存在するものの、それ以外の要因も強く働いている可能性の方が強いことを示唆して

いる。

7）面積に関してのみ、合併自治体を含めない推定で10%水準で有意。
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地方財政改革と公共サービス水準の変化

表5推定結果(2)：非合併自治体のみを対象とした推定

推定年度

説明変数

定数(含|n(資本価格))

|n(賃金水準）

|n(直接生産物）

定数(混雑関数）

|n(人口）

|n(DID人口比率）

|n(昼夜間人口比率）

|n(65歳以上人口比率）

In(面積）

Sample

A(UustedR-squared

1998

係数
(t値）

12．799＊*＊

(8.161）

0．308＊*＊

(3.664）

0．303＊*＊

(2.811）

－2．609＊＊

(－225）

0.223＊*＊

(2.591）

0.035祥

(2.285）

0．186＊*＊

(2.744）

0．037＊＊

(2.169）

0．018＊*＊

(2.711）

534

0．964

非線形最小二乗法による推定

***は1％、＊*は5％、＊は10％水準で有意

2000

係数
(t値）

13．801＊*＊

(8.347）

0．367稗＊

(4.665）

0．201＊

(1.709）

-5.024

（-1.56）

0．388

（1.633）

0.044

（1.589）

0.302

（1.632）

0．058＊

（1.677）

0．024＊

（1.705）

527

0．967

2002

係数
(t値）

11．720＊*＊

(8.448）

0．345＊*＊

(5.207）

0．326＊*＊

(3.314）

－2．210＊＊

（-2.48）

0．199＊*＊

（2.987）

0.025＊*＊

（2.673）

0．099＊＊

（2.216）

0．038＊＊

（2.359）

0.020＊*＊

（3.083）

587

0．968

2004

係数
(t値）

9．277＊*＊

(4.435）

0．302＊*＊

(4.504）

0．272

(1.629）

－0．961

（-0.81）

0．162

（1.526）

0．023

（1.411）

0．161

（1.358）

0.088

（1.601）

0.024＊

（1.654）

545

0．916

2006

係数
(t値）

13．819＊*＊

(7.095）

0．222＊＊

(2.124）

0．227＊＊

(2.258）

－3．653＊

（-1.91）

0．311＊＊

（2.161）

0．051＊＊

（2.061）

0．318＊＊

（2154）

0．041

（1.435）

0．021＊＊

（2.251）

306

0．967

2008

係数

(t値）

12．833＊*＊

（7.832）

0.329＊*＊

（5.174）

0.062

（0.869）

－10．850

（-0.85）

1.049

（0.868）

0．154

（0.841）

1．144

（0.868）

0.030

（0.351）

0.072

（0.871）

301

0．971

5－2．行政サービス水準の項目間ウェイトの変化

続いて仮説(2)の検討を行う。表l、表2から明らかなように、「行政サービス地域総合得点」は

調査項目、項目間のウェイト、総合得点が調査年ごとに異なっている。この変化が推定結果に影響

を与えたのかについて検討する。まず、2002年の調査結果の総合得点・ウェイトを基準として、そ

れ以降の得点を調整する。2002年を基準とする理由としては、推定結果が想定通りであった年度の

うち、2002年以降の調査項目（大項目）が一致しているからである8)o

ただし、個別調査項目については調整不可能であるため、調整を行うのは項目間ウェイトと総合

8）表lを参照。
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得点である9)。2002年の得点算出方法を基準とした推定結果を表6で示す。

推定は合併を行ったケースと行っていないケースを分けて行っている。結果を見ると、2004年で

直接生産物の係数が10%水準で有意となっている。しかし、混雑定数が有意ではなく、規模の経済

性は相変わらず確認できない。2006年に関しては、いくつかの係数でより有意水準が高くなってい

る。一方、2008年に関してはいずれも有意な結果とはならなかった。

行政サービス水準の総合得点の相関を示した表3によれば、調査年度間での相関は特に隣接する

年を中心に高くなっている。このことを踏まえると、ウェイトの変更はある程度の効果が存在して

いる可能性があるが'0)、それほど大きなインパクトを持っているわけではないと判断できる。

5－3.三位一体改革の影響

これまでの考察から、平成の大合併の影響、項目間ウェイトの変更の影響については、多少の影

響が存在しているものの、決定的な要因ではないと判断した。その大きな理由としては、合併数が

わずかな2004年の推定結果が影響をほとんど受けていないこと、ウェイトの変化も各年度を通じて

強い影響を与えているわけではないことが挙げられる。そこで、3点目として地方財政改革の影響

を考察する。

三位一体改革を含む推定期間は、強い歳出抑制が行われた時期に一致している。歳出の抑制に対

して、一度実現された公共サービス水準をそれに応じて引き下げていくことは政治的に困難である

と考える。公共サービス水準の変化は、歳出の変化に対してより緩やかである可能性がある。この

点に関して、2008年まで合併を経験していない264市の歳出総額と公共サービス水準を年度別に示

したものである'')。

9）具体的に2004年の得点を2002年ベースで調整する場合を考える。2004年は総合得点300点、項目得点は公共料

金等(40)､高齢化(60)､少子化(80)､教育(70)､住宅･インフラ(50)となっている。一方､2002年は総合得点150点、

公共料金等(20)、高齢化(30)、少子化(35)、教育(25)、住宅・インフラ(40)である。そこで、2004年の各項目得

点に対して、公共料金等であれば(20/40)、高齢化であれば(30/60)を掛け合わせ、5項目を合計してウェイト・得

点調整済みの総合得点を算出している。

10)特に全ての項目で等ウェイトとしている2008年については、他のウェイト付けの方が妥当である可能性が高い。

11)サービス水準は2002年ウェイトで調整した平均値を用いている。
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表6推定結果(3)：公共サービスのウエイトを調整

推定年度

説明変数

定数(含In(資本価格))

|n(賃金水準）

|n(直接生産物）

定数(混雑関数）

In(人口）

|n(DID人口比率）

|n(昼夜間人口比率）

|n(65歳以上人口比率）

|n(面積）

合併ダミー

Sample

AdjustedR-squared

2004a

係数
(t値）

9．163＊*＊

(4.443）

0.302＊*＊

(4.527）

0.325＊

(1.864）

-0.766

（-0.79）

0．134＊

（1.693）

0．018

（1.478）

0．134

（1.492）

0．074＊

（1.804）

0．021＊

（1.864）

545

0．916

非線形最小二乗法による推定

***は1％、＊*は5％、＊は10％水準で有意

2004b

係数

(t値）

9．439＊*＊

(4594）

0．291＊*＊

(4.429）

0．315＊

(1.824）

-0.880

（-0.87）

0．142＊

（1.671）

0．019

（1.498）

0．138

（1.471）

0．080＊

（1.787）

0.020＊

（1.822）

0．130＊＊

(2.276）

556

0．919

2006a

係数
(t値）

13．934＊*＊

(7.311）

0．224＊＊

(2.163）

0．221＊＊

(2.335）

－3．714＊

（-1.97）

0．318＊＊

（0.243）

0．051＊＊

（2107）

0．329＊＊

（2.233）

0.043

（1.468）

0．021＊＊

（2.271）

306

0.967
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2006b

係数
(t値）

9.633＊*＊

(5.322）

0．313＊*＊

(3.023）

0.209＊

(1.914）

-1.063

（-0.82）

0.204*

（1.769）

0．018

（1.306）

0．108

（1.232）

0.059

（1.521）

0．035＊

（1.828）

0．181＊*＊

(8.212）

447

0．949

2008a

係数
(t値）

12.828拝＊

(7.907）

0.329梓＊

(5.173）

0.076

(1.056）

－8．881

（-1.02）

0．858

（1.056）

0．126

（1.008）

0.939

（1.057）

0.024

（0.358）

0.058

（1.046）

301

0．971

2008b

係数
(t値）

8．604＊*＊

（5.226）

0.289＊*＊

（4.325）

0.072

（0.855）

0．643

（0.191）

0.444

（0.815）

0.042

（0.742）

0.441

（0.824）

0.266

（0.832）

0.067

（0.842）

0．150＊*＊

（7.886）

432

0.963



歳出総額については2006年まで減少し、その後上昇に転じている。一方、公共サービス水準は一

貫して低下し続けている。上で述べたように、公共サービス水準の急速な変更は困難であると考え

られ、その変化は歳出額とは異なりある種の「慣性」が働いている可能性がある。それを確認する

ため、歳出総額に関して1期ないし2期ラグを取って推定をおこなった。ラグを取った推定によっ

て結果が改善された場合、上述の「歳出一サービス水準の変化速度の差」をあらわすものと考えら

れる。

推定結果をすべて記載していくのは雑多になるため、各係数の有意水準を記号で示している。結

果をみると、2004年、2006年に関してはラグをとった推定がより有意になっている。特に2004年に

関しては改善が著しく、歳出規模の変化（減少）に対して公共サービス水準の変化が緩慢であるこ

とが見て取れる。2008年に関しては、ラグを取っても有意な結果が得られていない。2008年は歳出

が上昇局面に入っている一方で、公共サービス水準は継続して低下してきている。歳出増加という

局面に対して、公共サービス水準が対応してこなくなってきている。歳出の増加に伴い、数年のラ

グを取って増加に転じるのか、それとも下降圧力が働くのかについては、新たなデータの公表と整

理を待って、今後の公共サービス水準がどのように変化するかを見守る必要があるだろう。

100,000「

99'000I
l

98,0ooJ

I
97,000

96,000I

1
95,000

1

94.0001-

9.0

2002

図1歳出総額と公共サービス水準の経年変化

◆745

◆703

蕊
200320042005200620072008

80．0

78．0

76．0

74．0

72．0

70．0

668．0

66．0

64．0

62．0

60．0

＝歳出総額＝孝一行政サービス得点

歳出は2008年まで合併していない264市の合計値。行政サービス得点は平均値。
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地方財政改革と公共サービス水準の変化

表7推定結果(4)：歳出総額をラグ付きで推定

t－2
■■■■■■■■■■

＋＋＋

＋＋＋

＋＋＋

＋＋＋

＋＋

＋＋＋

＋＋＋

＋＋

＋＋＋

＋＋

＋＋

＋＋＋

＋＋＋

＋＋

＋＋＋

＋＋＋

＋＋

＋＋＋

＋＋＋

＋＋＋

＋＋＋

＋＋＋

＋＋＋

＋

q■■■■■ ■■■■ I■■■■■

＋

井
井
十
什
什

＋＋

＋＋

＋＋

＋＋

＋＋

＋＋

＋＋

＋＋

廿
十
廿
十
梓

拝
什
什
十
粁

＋
＋ ＋＋

非線形最小二乗法による推定
+++は1％、＋+は5％、＋は10％水準で有意。マイナスも同様。

6．おわりに

本研究では、林（2002）を拡張し、1998年から2008年の6年に関してクロスセクションで分析を

行った。その結果、先行研究では分析対象となっていなかったいくつかの年度については有意な結

果が得られなかった。その点に関して、この期間内における重要な地方財政改革、データ上の変化

を考盧した検討を行った。具体的には(1)平成の大合併の影響､(2)公共サービス水準の調査項目･ウェ

イトの変化、(3)地方財政改革の影響、について検討した。

前2者に関しては、推定結果の若干の改善が見られたが、これら要因を除外しても有意ではない

年が残されている。そこで、地方財政改革に伴う歳出の変化に対して、住民に消費される公共サー

ビス水準の急速な変化は困難であり、公共サービス水準の変化には慣性が働いているのではない

かという仮説のもと、歳出水準に関して1期ないし2期のラグを取って推定を行った。その結果、

2004年および2006年に関しては推定結果の改善が見られ、特に三位一体改革の影響が強く表れ始め

る2004年は著しい改善が確認された。この結果から、急速な地方財政改革に対して公共サービスの

変化は相対的に緩やかで、ある種の慣性が働いている可能性が存在している。

2008年に関しては、これらの検討を行った上でも有意な結果を得ることができていない。2008年

は歳出増加に対して、継続的に低下している公共サービス水準が対応していない可能性が強い。こ

の点からも公共サービス水準に働く慣性が考えられるが、この点については今後の公共サービス水

準のデータ整備を待ちたい。また、他の分析手法、例えば確率フロンティア分析等によっても、同

様の結果が得られるのかを確認することも今後の課題である。
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母
ｌ
長
柄
Ｉ
会
、
厄
．

類
皿
似
鑿
ゴ
ー
長
猟
蝉
二
裡
瓠
ぺ
ｇ
Ｓ
抑
垂
沌
．

（
皿
響
Ｃ

伽
無

類
仰
渥
鑑
伽
團
伺
（
凶
）
倍
雪
裡
荊
ロ
ペ
．

網
毎
澤
画
鐸
冥
伺
悟
．

無
血
似
画
鐸
雲
伺
（
凶
）
悟
二
裡
訓
ロ
ベ
頚
言
．

毎
ｍ
似
潅
伽
嘩
伺
（
凶
）
悟
っ
製
荊
紳
嚇
夜
．

（
蝉
朴
一
三
厄
．

緋
渠
鰹
一
参
鍔
苞
凰
毎
入
ｎ
ｓ
三
裡
抓
揮
言
朴
呂
何
忽
．

（
皿
瞥
巴

遡
壺
姦
淫
圏
鐸
雲
何
倍
．

類
噸
似
圃
鐸
罫
伺
（
凶
）
倍
季
裡
訓
口
く
聖
罫
．

菜
種
嘩
庵
価
牽
匠
嗣
．

婦
皿
似
碇
紅
唾
伺
（
凶
）
悟
二
裡
訓
紳
懸
夜
．

鐸
庖
鮴
培
鐸
甦
・
厄
．

類
抑
湿
揺
仰
園
伺
（
凶
）
悟
っ
製
訓
口
く
．

（
蝉
朴
一
三
厄
．

掛
準
鯛
二
三
匡
揮
色
凰
無
鎭
迩
圭
夢
帯
ｌ
毎
入
や
朴
丑
何
章
．

（
蝉
朴
一
三
厄
．

類
入
ｎ
か
》
さ
製
訓
導
戸
朴
仔
何
忽
．

（
皿
唇
○
二

鐸
庖
溜
尋
甦
・
匝
・

鏑
伽
腫
鑑
伽
函
伺
（
凶
）
権
。
担
訓
ロ
く
．

嘆
奏
逼
朏
ｅ
即
澤
幽
Ｈ
魯
函
旺
嘩
皿
黒
ｅ
塩
漉
銅
鉦
鈴
．

（
揮
掛
一
三
厄
．

冊
鰐
報
冬
訊
時
苞
凰
無
八
ｎ
ｓ
三
狸
知
揮
一
計
骨
何
忽
．

（
皿
罫
巴

鐸
庖
埋
辱
甦
・
厄
．

鏑
叩
極
揺
仰
函
伺
（
凶
）
倍
。
担
訓
ロ
く
．

嘆
葵
壜
側
ｅ
洲
側
脳
夜
細
哩
細
る
凰
照
導
墨
側
ｅ
融
澤
些
判
．

旺
塗
皿
翼
ｅ
壗
瀧
繍
柾
鶉
．

鴎
苓
俺
票
二
畳
ｅ
く
棄
卦
籍
ぺ
今
．

（
蝉
朴
一
三
厄
．

毎
入
ｎ
か
》
冬
型
訓
揮
一
朴
丑
何
章
．

（
皿
腎
巴

毎
嘩
ｅ
皿
黒
ｅ
蕊
柵
堅
圏
鍵
雲
伺
鐸
．

嘆
奏
壜
棚
ｅ
柵
冊
鵬
涙
㈱
雪
佃
．

嘱
導
曇
眺
ｅ
即
嘩
蟹
刊
．

壗
瀧
銅
柾
鈴
ｅ
念
製
ｅ
帥
朴
類
く
今
．

黙
導
篭
票
二
畳
ｅ
く
築
朴
類
ざ
令
．

録
距
進
紅
癖
鵬
郷
ｅ
麺
叶
．

編
入
ｎ
ら
云
裡
荊
揮
一
揮
朴
吾
伺
さ
．

面
罫
Ｃ

毎
涯
ｅ
皿
翼
ｅ
蕊
柵
迩
国
鐸
雲
伺
鐸
．

嘆
葵
堤
脈
ｅ
郷
剛
班
涙
細
里
佃
．

（
仔
伺
さ
）
匝
・

全
く
倒
さ
）
嘆
萎
塁
慨
ｅ
即
涯
堅
Ｈ
・

（
仔
伺
さ
）
腫
・

室
へ
伺
窺
）
塩
鴨
繍
征
樵
ｅ
ｓ
狸
ｅ
即
朴
類
ぺ
今
．

（
号
伺
さ
）
匝
．

照
婆
壜
脈
ｅ
蕊
朴
類
く
今
ｅ
揮
朴
吾
伺
さ
．

距
塗
艇
無
鵬
郷
ｅ
ｅ
胡
針
Ｃ
ｌ
の
揮
朴
三
何
忽
．

熱
八
ｎ
ら
三
挺
那
揮
↑
揮
針
吾
伺
銅
．

（
皿
唇
三
）

燃
紺
菜
報
忽

菜菜
録旺
H+,埋
悶1K袈
出極
担垂

絹
菜
綱
吾
ド
．

紺
菜
掴
筈
．

（
皿
四
さ

菜菜
籍旺
H+､超
用1K埋
眠紅
坦葦

娼
菜
鋼
筈
吟
．

鎖
菜
鋼
吾
．

（
皿
樫
さ

蕊
旺
埠
埋
紅
曇
．

菜
類
叶
瞭
出
単
．

絹
菜
廻
筈
吟
．

絹
菜
掴
吾
．

（
皿
四
さ

菜薬
嶽旺
叶超
帽1K擢
出紅
辻l鐘

鎖
菜
掴
署
吟
．

絹
菜
掴
筈
．

（
皿
唇
さ

菜
旺
埋
畷
艇
華
．

菜
類
叶
眺
出
超
．

鞘
菜
掴
筈
怪
．

鎖
蕊
綱
筈
．

（
皿
四
さ

亜
塗
踵
匪
ｅ
怪
軽
．

菓
旺
埋
揺
紅
掌
．

薬
籍
叶
鵬
出
超
．

網
薬
綱
晉
侶
．

領
菜
綱
誉
．

（
皿
唇
巴

皿
腰
魏
撫
濡

可
因

↓
『

ｃ
の

、
『

つ
め

函
の


